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１．策定の背景と目的                                
令和２年１２月、国において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決

定され、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひと

りのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会～誰

一人取り残されない、人に優しいデジタル化～」が示されました。 

このビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市町村

の役割は極めて重要とされています。 

また、併せて決定された「デジタル・ガバメント実行計画」では、国・地方の行政が、

自らが担う行政サービスにおいて、デジタル技術やデータを活用して、新たな価値を

創出するＤＸを実現し、利用者目線での改革を進めていくことが求められています。 

つまり、ＤＸにおいては、単に新たな技術を導入するのではなく、デジタル技術や

データを活用して、個別の業務プロセスのうちの一部のデジタル化にとどまることな

く、利用者目線で、業務の効率化・改善策を行うとともに、行政サービスに係る住民

の利便性の向上につなげていくことが求められています。 

 

さらに、国は令和２年１２月に「自治体ＤＸ推進計画」を策定し、自治体にも、デジタ

ル技術を活用した住民の利便性向上や、業務効率化、データ活用による新たな価値

創造を推進するよう求めるとともに、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容が

具体化され、自治体情報システムの標準化・共通化や行政手続のオンライン化などの

重点取組事項を自治体ＤＸの具体的方策として掲げています。 

加えて、令和３年７月には「自治体ＤＸ推進手順書」を作成し、自治体に対し重点取

組事項等に係る作業手順を示すとともに、各自治体における全庁的な組織体制の整

備、職員の育成、外部専門人材の確保など推進体制を構築し、着実にＤＸに取り組む

ことを求めています。 

 

これら国の基本理念や方針を踏まえて、本町の自治体ＤＸを推進していくことを目

的として本基本方針を策定します。 

行政サービスの利便性向上にとどまらず、より幅広い地域ＤＸの推進、住民目線で

の地域課題解決を図る未来社会の実現に向けて、具体的な取り組みを定め、「行政の

ＤＸ」、「住民サービスのＤＸ」、「地域のＤＸ」に向けた取り組みを加速させ、着実に推

進していくこととします。 

 
 

２．基本方針の位置づけ                             
本町では「佐用町第２次総合計画 後期基本計画（令和４～８年度）」において、住

民の利便性向上のためのデジタル化を推進することとしています。 

このため、本方針については国の「自治体ＤＸ推進計画」との整合を図りながら、そ

の具体的な施策を定め、町のＤＸを効果的に推進するための基本方針として位置付

けるとともに、その内容を今後策定する推進計画や個別計画に反映していきます。 

また、本方針及び今後策定する推進計画等は、町を取り巻く現状や地域課題、佐用

町地域創生人口ビジョン・総合戦略等に挙げられる課題や施策を反映しながら、これ

らの課題をデジタル技術の活用により解決するための計画として位置づけます。 
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基本方針の位置づけ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．対象期間                                      
本方針及び今後必要に応じて策定する個別計画等は、対象期間を令和５年度から

令和８年度までの４カ年とします。 

また、国の動向や町の課題、進捗状況等を踏まえながら、必要に応じて計画の見直

しを行うとともに、ＤＸ推進の実効性確保に努めていきます。 

 

 

 

４．推進体制                                      

４－１．推進体制の整備 
本町のＤＸを効果的に推進するため、令和４年６月に佐用町ＤＸ推進本部を設置し

ました。 

組織メンバーとして本部長に町長、最高情報責任者（ＣＩＯ）に副町長、副本部長に

教育長、各課長及び支所長を本部員として配置し、全庁一体となって横断的にＤＸを

推進するための統括機関として整備を図りました。 

併せて、その下部組織に各種ワーキングチームを設置し、関係部署と連携しながら

課題解決に向けた取組みを進めていきます。 

また、令和４年４月に新設した情報政策課を事務局とし、力強くＤＸを推進します。  

 

佐 用 町 総 合 計 画 

佐用町地域創生人口ビジョン・総合戦略 

その他各種ビジョン・推進計画等 

佐用町ＤＸ推進基本方針 

ＤＸ個別計画等 

町の総合的な 

振興・発展 

人口減少の 

克服・地方創生 

デジタル技術 

活用による行政 

サービスの向

上、職員の働き

方改革等 
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（１）佐用町ＤＸ推進本部 

① 組織体制 

・本 部 長：町長 

・CIO：副町長（※最高情報責任者） 

・副本部長：教育長 

・本 部 員：各課長、支所長 

・事 務 局：情報政策課 

・アドバイザー：ＣＩＯ補佐官 

② 掌握事項 

・佐用町ＤＸ推進計画の策定及び計画を踏まえた施策の推進、 

進捗管理に関すること。 

・デジタル技術を活用した行政サービスの向上に関すること。 

・デジタル技術を活用した業務改革の推進に関すること。 

・その他デジタル化の推進に必要な事項に関すること。 

 

 

（２）ＣＩＯ（最高情報責任者：Chief Information Officer） 

町のＤＸを円滑に推進するため、本部にＣＩＯを配置します。 

ＣＩＯは庁内マネジメントの中核となり、庁内全般を把握するとともに、部署間の調

整役を担います。 

 

（３）情報政策課／情報推進室 

町のＤＸを円滑かつ強力に推進するため、担当課として情報政策課内に情報推進

室を設置し、庁内横断的な総合調整機能を担います。 
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ＤＸ推進本部の役割 

・積極的にデジタル技術やデータを活用してＤＸを推進する総合調整役 

・企画立案や部門間の総合調整、全体方針の策定 

・ＤＸ推進計画における取り組みの進捗管理 

 

 

 

４－２．人材育成  
（１）人材育成方針 

町のＤＸを推進していくためには、デジタル人材の確保・育成が求められます。 

行政各部門の役割に見合ったデジタル人材を適切に配置し、行政分野ごとにＤＸ

が推進できるよう、職員一人ひとりの情報リテラシーを高めるとともに、専門的知識

を持った人材の育成に取り組みます。 

また、早期の体制強化に向けては、デジタル技術等の知識・技能・経験等を有する

外部人材として、令和５年５月から任用するＣＩＯ補佐官を活用しており、人材交流も

含めた人材育成の土壌形成・意識醸成を図ることとします。 

 

（２）デジタル人材の育成手法   

町のＤＸを推進するためには、デジタル知識を持った職員の確保が最も重要です。 

デジタル人材としての職員育成に向けて、次の各種研修やスキルアップ支援を実

施します。 

 
  

人材育成に向けた研修及びスキルアップ支援策 

 

 

 

研修名・施策名 目的・概要等 

管理職向け 

研修会 

管理職員を対象に、外部から講師を招くなどして、ＤＸの推進に必

要となる知識（業務改善やＤＸの必要性、人材の育成や組織風土づ

くり、事例など）の習得を目的とした研修会を開催する。 

一般職員向け 

研修会 

一般職員を対象に、外部から講師を招くなどして、デジタル化に

関する知識・技能の底上げと、業務改善やＤＸの必要性への理解を

深めてもらうことを目的に研修を開催する。 

外部研修会 

自治大学校や地方公共団体情報システム機構（J-LIS）等が開催

する各種研修会に積極的に参加し、デジタル知識の習得に努めると

ともに、国の動向や各種支援策などの情報収集を行う。 

スキルアップ 

研修 

 全職員を対象に、ＢＰＲ（業務改革）の意識醸成並びに取り組みの

実践・徹底・定着に向けた研修会を企画・開催する。また、具体的事

例の共有を図るとともに、ワーキング会議を取り入れることで、各部

署での実践と継続的な取り組み化を目指す。 
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４－３．外部人材の導入 
自治体ＤＸの取り組みを円滑かつ強力、効果的に実施するためには、どのようなデ

ジタル技術が行政サービスに有効かを見極める判断と、使用する電算機器等の構造

等が理解できる専門知識を持った人材が必要となります。 

また、その人材が果たす役割は、一般的知識を持つ職員が行う業務とは異なり、Ｄ

Ｘの取り組みを具体的に事業化できる幅広い知識と経験を持ち合わせた人材が必要

不可欠です。  

一方で、現在、本町には前述のデジタル人材はおらず、この現状を解消するために

も、職員の人材育成と並行しながら、外部からＩＣＴ技術の豊富な知識と経験を積ん

だ人材を一定期間任用し、全庁的に町のＤＸ推進を担う人材（ＣＩＯ補佐官）の導入を

推進します。 

一方で、「４－２．人材育成（１）人材育成方針」の中で触れたとおり、町では令和５年

度から令和７年度までの３ヵ年計画でＣＩＯ補佐官を任用しているところであり、その

役割として以下の項目を重点的に取り組みます。 

 
外部人材（ＣＩＯ補佐官）の役割 

 

 

 

５．本町のＤＸ推進に向けた基本方針                   
５－１．本町を取り巻く現状と課題 

急速に少子高齢化が進む本町では、合併前の昭和35年国勢調査を境に総人口が

減少に転じ、平成27年から令和２年国勢調査までの５年間で約１，６００人が減少し

ています。また、生産年齢人口についても昭和５５年以降は減少が続いています。 

こうした中、「自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告」（総務省）では、高齢者人

口がピークを迎える２０４０年頃を見据えた自治体の課題として、「スマート自治体へ

の転換」の必要性が示されており、深刻な労働力不足が見込まれ、自治体の経営資

源が制約される一方で、住民ニーズの多様化により様々なサービスを維持していく

ことが求められています。 

限られた人員体制が想定される状況のもと、デジタル技術を活用しより一層生産

性を向上させる必要があります。 

 

１． ＤＸ推進本部運営に係るＣＩＯの補佐、助言 

２． 町のＤＸ推進に向けたＤＸ全体プラン及び推進計画等の作成、指導 

３． 町電算システム等の管理、課題抽出、評価、最適化に係る指導 

４． 町セキュリティポリシー対策に係る指導 

５． 町職員へのデジタル技術習得に向けた指導  

６． 多媒体システム、町公式ＨＰ、ＳＮＳ等の活用等情報発信施策に係る指導 



8 
 
 

年齢

年

昭和55年 1,495 1,181 1,553 1,619 1,278 1,401 1,862 1,982 1,804 1,354 15,529

昭和60年 1,351 1,016 1,304 1,561 1,655 1,292 1,400 1,845 1,951 1,773 15,148

平成２年 1,454 846 1,089 1,271 1,560 1,674 1,289 1,402 1,797 1,890 14,272

平成７年 1,502 1,110 896 1,076 1,294 1,595 1,686 1,323 1,426 1,759 13,667

平成12年 1,263 970 1,042 917 1,114 1,303 1,576 1,691 1,326 1,429 12,631

平成17年 1,047 816 1,002 972 934 1,096 1,289 1,570 1,638 1,336 11,700

平成22年 850 620 768 905 936 878 1,084 1,281 1,568 1,666 10,556

平成27年 664 491 599 658 888 901 879 1,068 1,289 1,589 9,026

令和２年 544 398 444 540 646 867 894 842 1,052 1,306 7,533

佐用町の生産年齢人口推移
45〜49

歳
50〜54

歳
55〜59

歳
60〜64

歳
合  計

15〜19
歳

20〜24
歳

25〜29
歳

30〜34
歳

35〜39
歳

40〜44
歳

佐用町の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 
人   口 

世帯数 
総 数 男 女 

平成  ２年 23,827 11,378 12,449 6,554 

     

平成 17 年 21,012 9,943 11,069 6,470 

平成 22 年 19,265 9,106 10,159 6,301 

平成 27 年 17,510 8,329 9,181 6,108 

令和  ２年 15,863 7,567 8,296 5,927 
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５－２．取り組みの基本方針 
本町では、佐用町第２次総合計画の基本方針である「安全で快適な暮らしを創る

きらめきの郷づくり」を施策の基本方向として町政を推進しています。 

また、デジタル社会に対応したまちづくりの推進については、国・県の方向性を見

据えながら、「デジタルの活用により一人ひとりのニーズにあったサービスを選ぶこ

とができ、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタ

ル化～」をビジョンとして、住民に寄り添ったデジタル化への取り組みを進めます。 

具体的には、ＡＩ等のデジタル技術を活用した業務の導入、業務の効率化・スマート

化を図るとともに、限られた労働力を他の行政サービスの向上につなげていく必要

があります。 
 

 

基 本 理 念 

１． 行政事務の見直しと、利用者中心の町民サービス向上 

・手続きにおける情報通信の技術利用 

・情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保 

２． 町民や事業者等が容易に必要な時に必要な情報を享受できる、データ利活用 

社会の実現 

・官民データの容易な利用など 

３． 円滑なＩＣＴの活用が行える環境整備 

・マイナンバーカードの普及・利活用 

・ＩＣＴの活用に関する人材育成、利用機会等の格差の是正 

 

 

 

取り組み方針 

１．  庁内業務のデジタル化 

・内部事務にＡＩやＲＰＡを取り入れ効率化を図るとともに、よりきめ細やかな対応が求め

られる業務や、クリエイティブな業務にマンパワーを注ぐ。 

２． 住民手続のデジタル化 

・マイナンバーカードの普及に努めながら、オンラインで行政手続が行える環境を構築す

るとともに、デジタル技術を活用した「書かない・待たない」窓口の実現に向けて取り組

みを進める。 

３． 円滑にＩＣＴ活用が行える環境整備 

・住民の安全・安心に向けて、インフラ整備及び管理・防災・防犯・抑制などにつながるデ

ジタル技術の導入を検討する。 

・暮らしの様々な分野に先端的サービスを導入し、住民の課題解決を図る。 
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５－３．取り組み項目と方向性 
国の「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえて、重点的に取り組む事項として以下の項目

を設定し、各項目について実施内容・成果目標等を個別に定めて推進します。 

 

 
重点的取り組み事項 

取り組み事項 実 施 内 容 

1.自治体フロントヤード 

改革の推進 

町の実情に応じた創意工夫で、窓口のデジタル化及び行

政手続きのオンライン化を含めた新しいフロントヤード（住

民と自治体の接点）を実現 

2.自治体情報システムの 

標準化・共通化 

目標時期を令和７年度とし、「ガバメントクラウド」の活用

に向けた検討を踏まえ、基幹系システムについて国の策定

する標準仕様に準拠したシステムへ移行する。 

3.公金収納における 

eＬＴＡＸの活用 

公金収納の効率化・合理化、住民・民間事業者の利便性を

向上させる観点から、国の指導に基づいてeLTAX対応が

可能な公金の拡充や、システム改修等を積極的に進める。 

4.マイナンバーカードの 

普及・促進 

デジタル社会のパスポートであるマイナンバーカードにつ

いて、制度の安全と信頼の確保に努めるとともに、ほぼ全

国民に行きわたりつつある状況を踏まえ、今後は利活用シ

ーンの拡大など利便性・機能向上、円滑に取得できる環境

整備に取り組む。 

5.セキュリティ対策の徹底 

「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関す

るガイドライン」を踏まえ、適切にセキュリティポリシーの見

直しを行い、セキュリティ対策を徹底する。 

6.自治体のAI･RPA 

利用推進 

導入ガイドブック等を参考に、AIやRPAの導入・活用を推

進する。 

7.テレワークの推進  

 

他自治体の導入事例や国のガイドライン・手引き等を参考

に、テレワーク導入・活用を推進する。 
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自治体ＤＸの取り組みとあわせて取り組む事項 

取り組み事項 実 施 内 容 

1.デジタル田園都市国家構

想の実現に向けたデジタ

ル実装の取組の推進・地

域社会のデジタル化 

デジタル田園都市国家構想に基づき、国の支援（デジタル

田園都市国家構想交付金）を充分に活用しながら、地域の社

会的課題の解決を目的としたデジタル化を集中的に推進す

る。 

2.デジタルデバイド対策 

行政手続きのオンライン化等の推進とあわせて、「誰一人

取り残さない」デジタル社会の実現のため、地域住民へのき

め細かな支援を行なう。 

3.デジタル原則を踏まえた

規制の点検・見直し 

国の取り組みを参考としながら、デジタル化の推進を阻害

する規制・制度の見直しを進めることで、現場の人手不足の

解消や生産性の向上、新産業の創出等による経済成長を促

し、地域社会のデジタル化を進める。 

 

 

 

その他取り組み事項 

取り組み事項 実 施 内 容 

１.ＢＰＲの取り組みの 

徹底 

働き方の多様化や人材不足が進む中、各省庁のガイドライ

ン等を踏まえながら全庁的にＢＰＲを推進する。業務量を把

握しつつ、業務手順の効率化や最適化・再構築に取り組むこ

とで抜本的な業務改革を推進する。 

2.オープンデータの推進・

官民データ活用の推進 

官民データ利活用基本法を踏まえ、行政保有データのオー

プンデータ化を積極的に進める。 
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６．取り組みの実行計画                           

６－１．重点取り組み項目 
（１）自治体フロントヤード改革の推進 

国の方針・概要 
各自治体の実情に応じた創意工夫で、新しいフロントヤード（住民

と自治体の接点の多様化・充実化（オムニチャンネル化））を実現する 

本町の現状や課題 

・令和５年月よりコンビニ交付サービスを導入。また、同年４月より

庁舎内に証明等交付端末を導入。 

・行政手続のオンライン化及び窓口手続のデジタル化は未導入であ

り、早急に導入を検討する必要あり。 

・アナログ方式によるワンストップ窓口を実施 

取組の方向性・ 

内容 

国が示す自治体フロントヤード改革の３ポイントを踏まえつつ、町の

規模や特性に見合った独自のデジタル窓口を実現する。 

① マイナンバーカードの活用 

② 紙でなくデータで対応 

③ 庁舎空間を手続の場から多様な主体との協議の場へ 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：実施施策の検討・計画策定 

令和７年度：導入システム等の検討・導入 

      システム構築 

令和８年度：運用開始 

 

 

 

（２）自治体の情報システムの標準化・共通化 

国の方針・概要 

目標時期を令和７年度として、「ガバメントクラウド」活用に向けた

検討を踏まえ、基幹系２０業務のシステムを国が策定する標準システ

ムへ移行する。 

本町の現状や課題 

・現行システム業務の契約終了時期が令和８年１月に到来 

・ガバメントクラウドの仕様等の情報を収集 

・次期システムへの移行方法等をベンダーと協議 

取組の方向性・ 

内容 

国が指定する２０業務のうち、本町で対象となる基幹系１８業務シ

ステムについて、ベンダーを変更せずシステムをバージョンアップす

る方針であり、次期システムの調達に向けて担当課と連携しながら

以下を実施する。 

・次期システムへの移行（バージョンアップ） 

・現行システムと標準システムとの比較分析 

・移行計画作成、移行 

・関連システムに係る検討 

・ガバメントクラウドへの移行に係る検討 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：基幹２業務（住基、印鑑登録）の標準システムへの移行 

令和７年度：その他基幹１６業務の標準システムへの移行 

令和８年度：運用開始 
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標準化対象業務 
No

. 
業務名 業務システム名 

１ 児童手当 児童手当システム 

２ 住民基本台帳 住民記録システム 

３ 戸籍附票 戸籍システム 

４ 印鑑登録 印鑑システム 

５ 選挙人名簿管理 選挙システム 

６ 固定資産税 固定資産税システム 

７ 個人住民税 個人住民税システム 

８ 法人住民税 法人住民税システム 

９ 軽自動車税 軽自動車税システム 

10 戸籍 戸籍システム 

11 就学 学校教育システム 

12 国民健康保険 国民健康保険（資格・賦課）システム 

13 国民年金 国民年金／福祉年金システム 

14 障害者福祉 障害者福祉システム 

15 後期高齢者医療 後期高齢者医療システム 

16 介護保険 介護保険システム 

17 健康管理 健康管理システム 

18 子ども子育て支援 子育て支援システム 

 

 

 

（３）マイナンバーカードの普及促進 

国の方針・概要 

令和４年度末までに、ほとんどの住民がマイナンバーカードを保

有していることを目指し、町の交付円滑化計画に基づき申請を促進

するとともに、交付体制を充実させる。 

本町の現状や課題 

・マイナンバーカード申請状況（令和６年３月末時点） 

人口：15,499９人／申請件数：１４，４４８件／申 請 率：93.22％ 

・申請、交付に係る事務補助員を配置 

・現時点ではマイナンバーカードによる利活用サービスが少なく、利 

便性向上のメリットが発揮されていない状況 

取組の方向性・ 

内容 

これまでの取り組み成果を踏まえながら施策を継続するととも

に、他自治体事例等も参考にしつつマイナンバーカード交付事務費

補助金を活用した取り組みを検討する。 

・現状の分析と対策、施策検討 

・未申請の住民に申請書を発送 

・顔写真の無料撮影、申請サポート、月複数回の日曜日の臨時窓口 

や出張申請窓口の開設、事務補助員の継続配置など 

成果目標・ 

スケジュール 

・令和６年度：（おおむね１００％） 

マイナンバーカード交付事務費補助金を活用し、上記施策実施 

令和７年度：（おおむね１００％） 

上記施策を継続するとともに、国の施策等を踏まえ、新たな施 

策を検討、追加実施 

令和８年度：以降継続 
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（４）公金収納におけるeＬＴＡＸの活用 

国の方針・概要 

地方公共団体における公金収納の事務の効率化・合理化や、住

民・民間事業者による公金納付の利便性を向上させる観点から、地

方公共団体及び住民・民間事業者等関係者の意見を踏まえ、地方公

共団体の判断によりeLTAXを活用した納付を行うことができるよ

う、必要な取組を行う。 

本町の現状や課題 

町では、以下の税目でeＬＴＡＸによる収納を実施している。 

・令和元年１０月～：町県民税（特別徴収） 

・令和５年４月～：町県民税（普通徴収）、軽自動車税、固定資産税 

・令和５年１０月～：たばこ税、入湯税 

・令和令和６年４月～：国民健康保険税 

取組の方向性・ 

内容 

すでに取り組み済の税目に加えて、国が全国共通の取り扱いとし

て推進する公金については積極的にeＬＴＡＸの導入を検討し、国か

らの情報提供及び指導を受けながらシステム改修等を行い、公金納

付に係る住民の利便性を向上させる。 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：ｅＬＡＴＸ取り扱い公金の拡充に向けた検討 

令和７年度：eLTAXの拡充検討及び追加税目のシステム改修 

令和８年度：以降継続 

 

 

 

（５）自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用推進 

国の方針・概要 ・国のガイドブックを参考に、ＡＩ・ＲＰＡの導入・活用を推進 

本町の現状や課題 
・現時点ではＡＩ・ＲＰＡ未導入であり、現在取り組んでいる業務量調 

査及び分析結果を基に、導入候補業務の検討や試行導入を実施 

取組の方向性・ 

内容 

・効率化が必要な事務にＡＩ・ＲＰＡを取り入れ、職員の負荷軽減、働 

き方改革を推進するとともに、業務プロセス等の見直しも併せて実 

施し、よりきめ細やかな対応が求められる住民サービスや、クリエイ

ティブな業務に注力できる環境を創出する。 

・職員向け研修会等の実施による業務改善意識を醸成 

・ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲの試行導入、効果検証 

・他自治体事例等を参考に、ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲの適用業務を拡大 

・各課に利用推進リーダーを育成（ＲＰＡスキルの習得） 

・その他、ＡＩ等活用ツールの導入による更なる事務の効率化の検

討、導入 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：業務改善方策の検討 

令和７年度：方策の検討及びＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲの試行導入 

令和８年度：ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲの適用業務拡大と有識者育成 

ＡＩチャットボット等の導入 
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（６）テレワークの推進 

国の方針・概要 

テレワーク導入事例や「地方公共団体における情報セキュリティポ 

リシーに関するガイドライン」、「地方公共団体におけるテレワーク推

進のための手引き」等を参考に、テレワーク導入・活用を推進する。 

本町の現状や課題 

令和３年１１月にテレワークを導入（テレワーク兵庫）し、試験的運 

用を開始。以後、主に新型コロナウイルス対策（感染、濃厚接触によ

る待期期間）として実施しているものの、今後は柔軟な勤務スタイル

の取り組みの一環とした定着が必要である。 

取組の方向性・ 

内容 

育児や介護など、時間的制約を抱える職員を含めた職員一人ひと

りが多様な働き方を実現できる「働き方改革」の一環として取り組 

みを推進し、その結果として業務の効率化が図られ、行政サービス 

の向上や感染症対策、災害時の行政機能維持に資する仕組みを目 

指す。また、併せてWeb会議、チャットツール等の普及、定着を推進 

する。 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：R3年に導入済。テレワーク環境の検証及び運用方法の

変更 

令和７・８年度：以降継続 

 

 

 

（７）セキュリティ対策の徹底 

国の方針・概要 

・国のガイドライン等を踏まえて見直しを行い、セキュリティ対策を 

徹底する。 

・自治体情報セキュリティクラウドについて、県の主導により、総務 

省が設定するセキュリティレベルを満たす民間クラウドサービスの 

に移行を行う。 

 

本町の現状や課題 

・総務省ガイドラインに基づき、業務システムを基幹系、LGWAN系、 

インターネット系の三層分離を実施済み。基幹系システムは他のシス 

テムとは物理的に分離し、二要素認証を導入済。LGWAN系は画面 

転送システムやメール無害化システムを導入 

・兵庫県内全自治体が共同利用する県情報セキュリティクラウドシス 

テムの更新に併せたセキュリティ対策の強化 

・高水準のセキュリティ対策の要求、監視対象の通信増加によるセキ 

ュリティ関連コストの上昇 

取組の方向性・ 

内容 

国の動向等を踏まえ、効率性・利便性の向上と情報セキュリティ確

保の両立に向け、本町の情報セキュリティの見直しを行い、情報セキ

ュリティ対策の徹底に取り組む。 

・町情報セキュリティポリシーの改正 

・県情報セキュリティクラウドの内容に準拠した技術的なセキュリテ

ィ対策の推進 

・外部セキュリティ監査実施の検討 
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成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：次期県情報セキュリティクラウドへの移行対応 

外部セキュリティ監査実施の検討 

情報セキュリティポリシーの改正検討、実施 

令和７・８年度：以降継続 

 

 

 

６－２．その他取り組み項目 
（１）デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の取組の推 

進・地域社会のデジタル化 

国の方針・概要 

・デジタル田園都市国家構想に基づき、地方公共団体は地域ビジョ

ンを策定し、4つの柱（地方創生、移住促進、子育て支援、地域魅力

向上）を推進。Well-being指標を活用し、幸福度向上を目指す。 

・デジタル基盤整備、人材育成、誰一人取り残されない社会の実現

など、3つの柱で地方を支援。モデル地域を全国展開し地域間連携

も促進。 

・都道府県と市町村連携による伴走型支援とノウハウ横展開によ

り、全国的に活性化を図る。 

本町の現状や課題 

・自治体ＤＸの取り組みとしての地域社会のデジタル化については 

現時点で未実施であり、今後早急な施策の検討が必要である。 

・過疎・高齢化、交通インフラ対策、情報通信における難視聴エリア対 

策、ひっ迫する町財政事情など、本町が抱える課題の解決に向け 

て、住民の意見を反映しながら効果的な施策の実施が必要である。 

 

 

 

取組の方向性・ 

内容 

・デジタル技術の導入ですべての町民が利便性と豊かな住民生活を 

実感できる地域社会の実現に向けた取り組みを目指す。 

・本町が町全域に整備する光ファイバー網を活用したＤＸ施策の検 

討を進める。 

・ＩＣＴの進展やデジタル化によるメリットを享受できる地域社会に 

向け、他自治体の取り組みも参考に、デジタル化に向けた取り組み 

を実施する。また、デジタルデバイド対策とも併せて、町民がデジタ 

ル化のメリットを享受できるよう、町民や事業所等に対するサポー 

ト、地域振興のバックアップ施策を検討する。 

・高齢者など多くの住民が実感できるデジタル活用支援、地域にお 

けるデジタル人材の育成・確保 

・デジタル技術を活用した安心・安全の確保対策の実施 

・民間企業等におけるＤＸの取り組み支援 

・多様なワーキングスタイルの実現に向けた取り組みへの支援 

・キャッシュレス化の推進、地域通貨等の検討 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：ＤＸ先進事例等の情報収集、アンケート等の実施による

住民ニーズの把握、実施施策及びスケジュールの検討 

令和７年度：施策の順次実施 

令和８年度：以降継続 
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（２）デジタルデバイド対策 

国の方針・概要 

オンラインによる行政手続・サービスの利用方法について、高齢者

等が身近な場所で相談や学習を行えるようにするため、「デジタル

活用支援員」の利用促進を行うとともに、ＮＰＯや地域おこし協力隊

等の地域の幅広い関係者と連携し支援員の枠組みも活用しつつ、講

座の開催やアウトリーチ型の相談対応など地域住民に対するきめ細

かなデジタル活用支援を実施する。 

本町の現状や課題 

高齢化率が４０％を超える本町において、高齢者にもスマートフォ

ン利用者が増える一方で、デジタル機器の利用に不安や抵抗感が見

受けられる。 

取組の方向性・ 

内容 

行政手続きのオンライン化等の推進と併せて、「誰一人取り残さな

い」デジタル社会の実現に向け、国・県の動向や近隣自治体の取り組

み等を参考としつつ、具体的施策を検討し、実施する。 

・子ども向けＩＴ教室 

・子育て世代向けＩＴ教室（電子申請サービス、親子プログラミング教

室等） 

・高齢者向けスマートフォン教室（電子申請サービス、その他） 

・窓口でのオンライン申請利用支援（入力補助） 

・教育現場でのデジタル活用教育の拡充 

・高齢者等デジタルに馴染みにくい町民をサポートする人材の育成 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：情報格差是正のための各種施策の実施（スマホ教室等 

の開催） 

令和７年度：その他有効な施策、必要な施策の順次実施 

令和８年度：以降継続 

 

 

 

（３）デジタル原則を踏まえた規制の点検・見直し 

国の方針・概要 

令和３年１１月に設置されたデジタル臨時行政調査会において、デ

ジタル原則に基づき4万件を超える法令等のアナログ規制を横断的

に見直し、令和６年6月までにデジタル化適合を目指すこととなっ

た。主な対象は目視規制、定期検査、実地監査、常駐規制、書面掲

示、対面講習、閲覧規制などで、地方公共団体も条例・規則等の見直

しを進め、全国的なデジタル化を推進する。 

本町の現状や課題 

 町では、現時点においてデジタル化の推進を目的としたアナログ

規制の取り組みを行えていない。今後は、ＤＸの取り組みと併せてデ

ジタル化を阻害する町の規制・制度等を見直す必要がある。 
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取組の方向性・ 

内容 

1. 規制の見直し対象の特定 

町が定める条例、規則等を調査し、デジタル原則に照らし合わせ、対

象を特定。見直しに当たっては、専門家や市民からの意見を聴取

し、多角的な検討を行う 

2. 具体的取り組み内容 

（１）電子申請システムの導入、電子署名の活用、行政手続の電子化 

（２）電子申請と一部書面提出の併用、オンラインでの情報提供と窓

口での書類受付併用 

（３）必要性の低い規制の廃止、規制内容の見直しによる民間事業者

の参入促進 

3. 見直し結果の公表・運用 

見直し結果をホームページ等で公表。運用状況を必要に応じて再 

検討。 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：アナログ規制の対象を調査 

令和７年度：対象となる条例等の見直し検討 

令和８年度：対象となる条例等・制度の見直し実施 

 

 

 

（４）ＢＰＲの取り組みの徹底 

国の方針・概要 

・自治体における書面・押印・対面規制の見直しに向け、国の法令等

に基づいて実施する手続について各省庁から発出されるガイドライ

ン等の内容を踏まえ適切に対応する。 

・自治体が独自に実施する手続についても、内閣府規制改革推進会 

議が示した具体的基準等を参考として、国の取り組みに準じた対応 

を実施するなど、見直しに積極的に取り組む。 

本町の現状や課題 
書面・押印・対面規制の見直しの一環として、行政手続きの押印見

直しを実施 

取組の方向性・ 

内容 

・ＢＰＲの意識醸成を図り、各部署での実践と継続的な取り組み化を

目指す。 

・行政手続のデジタル化やオンライン化、ＡＩ・ＲＰＡの活用推進とあわ

せ、新たな技術を最大限に活用し・効果を得るため、従来の業務フロ

ー等に縛られることなく、積極的にＢＰＲを実施する。 

・職員自らがＢＰＲを実践する意識の醸成を図るとともに、取り組み

の実践・徹底・定着に向けた研修会を企画・開催する。また、ワークシ

ョップを取り入れることで、各課での実践と継続的なの取り組み化

を目指す。 

・業務フローの見直し、標準化 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：業務改善方策の検討、業務改善に向けた具体的取組み

の実施、職員向けＢＰＲ研修会の実施 

令和７年度：ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲの導入を契機とした積極的なＢＰＲの

検討・実施 

令和８年度：以降継続 
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（５）オープンデータの推進・官民データ活用の推進 

国の方針・概要 

官民データ活用基本法の趣旨、オープンデータ基本指針等を踏ま

え、行政保有データを原則オープン化し、オープンデータを活用した

地方発ベンチャーの創出促進、地域課題の解決を図る。 

本町の現状や課題 

町公式ホームページにおいて、防災ハザードマップや統計情報な

どＰＤＦ化した一部の行政データを公開しているものの、現時点にお

いて加工可能なオープンデータの公開は未実施であり、今後早急に

データの整備及びホームページ上での公開が必要である。 

取組の方向性・ 

内容 

国や県の動向、近隣自治体の取り組みも参考に、本町が保有する

データのオープンデータ化を推進し、様々な主体が容易に活用で

き、民間事業者による住民ニーズに即したサービスの創出を促す。

また、公共データの公開と利活用により、住民参加・官民協働の推進

を通じた地域課題の解決、地域の活性化を目指す。 

・町保有データの公開検討と、町公式ホームページにおけるオープン

データの充実 

・データ公開を前提とした業務フローへの見直し 

・民間事業者、教育機関等との連携を通じた利活用の促進 

・播磨圏域を範囲とした広域的なオープンデータ戦略の取組み実施 

成果目標・ 

スケジュール 

令和６年度：他自治体等の事例収集、町保有データの公開検討及び

順次公開、国推奨データセット（基本編）14項目）の順次

公開 

令和７年度：町保有データの公開検討及び順次公開、国推奨データ 

セットの公開完了 

令和８年度：以降、公開データの拡充 

 

 

 

 

８．全体ロードマップ                             

主要な取り組みのスケジュール（別紙：ＤＸの取り組み実施スケジュール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


